
戦略重点科学技術（８） 人の能力を補い 生活を支援するユビキタスネットワーク利用技術

平成２１年度対象予算案： ７２５百万円

（平成２１年度新規）

実施期間： 平成２１～２３年度

（予算総額： ２,７００百万円）

施策名： 消費エネルギー抑制ホームネットワーク技術の研究開発 【総務省】

戦略重点科学技術（８） 人の能力を補い 生活を支援するユビキタスネットワーク利用技術

平成２１年度対象予算案： ２２２百万円

（平成２１年度新規）

実施期間： 平成２１～２５年度

（予算総額： １,５８０百万円）

施策名： 情報通信・エネルギー統合技術の研究開発 【総務省】
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○温暖化ガス排出量の削減対策が進ん
でいない「家庭」を対象に、消費エネル
ギーを効果的に抑制するため、以下の
技術の研究開発等を実施する。

①ホームネットワーク高度電力制御技術

②ホームネットワーク共通制御プロトコル技術

③ホームネットワーク実証実験環境の構築

住宅設備系デバイス

通信機器 その他

ＡＶ・ＰＣ系デバイス

白物家電系デバイス制御ｼｽﾃﾑ

ブロ－ドバンドネットワーク

新たなサービス市場の創出

① ホームネットワーク高度電力制御技術
家庭内の設備の電力をネットワークが自律的に

相互管理し制御する技術

② ホームネットワーク共通制御プロトコル技術
外部のブロードバンドを通じて新しいサービスを利用

できるようにするための共通制御プロトコル技術

センサー類

気温、湿度、天候等

高負荷時の電力利用制限
（電力会社等からの制御）

故障特定、機能ﾊﾞｰｼﾞｮﾝｱｯﾌﾟ
（ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ負荷の抑制）

医療・介護ｻｰﾋﾞｽとの連携
（効率的な現場対応支援）

エネルギーコンサルタント
（省エネアドバイス）

気象情報・災害情報の活用
（家庭用機器との連携）

サービス
プラット
フォーム

共通制御
プロトコル

共通制御
プロトコル

共通制御
プロトコル

共通制御
プロトコル

共通制御
プロトコル

共通制御
プロトコル

共通制御
プロトコル

DＣ電流

電力ｻｰﾊﾞ

電力供給

③ ホームネットワーク実証実験環境の構築
①、②を組み合わせたサービスプラットフォームの

評価・検証するためのテストベット機能の開発

宅内ネットワーク

○ICTを活用し、家庭・オフィス・地域に
おけるCO2の大幅な排出削減を実現す

るために、「電力の流れの情報化」と「供
給電力の最適割当て」に基づく電力管
理・制御技術の研究開発を実施する。
本技術が実用化されることで、生活者の
利便性を失わず、かつ生活者が意識す
ることなく、しかも確実にCO2排出削減

を達成できる。

地域

ビル
家庭

機器の消費電力
特性抽出

生活者の行動
予測・学習

家電の電流消費
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地域レベルでの
供給電力の最適割当て
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電力の流れの情報化
供給電力の最適割当て

予め設定した電力量の上限のもと
機器の持つ特性に応じた電力使用量の制御を実現

電力の流れの
情報化

電力の流れの
情報化

家電の消費電力特性抽出、生活者の行動予測・学習等によ
り電力の流れを情報化し、トータルの電力使用量が最適とな
るように制御



戦略重点科学技術（８） 人の能力を補い 生活を支援するユビキタスネットワーク利用技術

平成２１年度対象予算案： １０４百万円

（平成２１年度新規）

実施期間： 平成２１～２２年度

（予算総額： ２０８百万円）

施策名： モビリティサポートの推進 【国土交通省】
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○地域の様々な課題に対応するため、ユビ
キタス技術等を活用して、あらゆる歩行者が
移動に関する情報を手に入れることができる
環境を街づくりの中に構築するため、地方公
共団体等が実施する先進的な取組をモデル
事業として支援し、その成果を広く周知、提
供するとともに、モビリティの向上に資する以
下のサービスの検討を行う。

・災害に応じた、適切な避難所までの安全な経路
案内

・公共交通機関のリアルタイムな運行・遅延情報
の提供

・観光地や大規模集客施設等におけるサービス
導入のガイドライン作成
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